
各委員会における講演内容の⼀覧（2022年4⽉〜2023年3⽉）

年⽉⽇ 講演テーマ 講師名 所属・役職（敬称略）
国際通商投資委員会
2022年5⽉20⽇ サプライチェーン強靭化に向けた⽶国の産業・通商政策 菅原淳⼀ みずほリサーチ＆テクノロジーズ㈱ 調査部 主席研究員(プリンシパル)
2022年7⽉13⽇ 第12回WTO閣僚会議（MC12）の結果概要 ⽊村拓也 経済産業省 通商政策局 通商機構部 参事官（総括）
2022年10⽉28⽇ ⽇本企業のサプライチェーン等における⼈権尊重の取組課題 塚⽥智宏 経済産業省 ⼤⾂官房 ビジネス・⼈権政策調整室 室⻑補佐
2022年11⽉21⽇ デジタル貿易分野におけるルール形成（デジタル貿易協定）の動向 福⼭章⼦ ㈱オウルズコンサルティンググループ プリンシパル

チーフ通商アナリスト
2023年3⽉16⽇ 今後の⾃由貿易の⾏⽅ 梅島修 ⾼崎経済⼤学 経済学部 国際学科 教授
知的財産権問題専⾨委員会
2022年6⽉21⽇ 企業価値を⾼める知財・無形資産の投資・活⽤〜知財・無形資産

ガバナンスガイドライン（2022年1⽉公表）
川上敏寛 内閣府 知的財産戦略推進事務局 参事官

〃 ⽇本企業のグローバルサプライチェーンと知的財産権に係る
諸問題と対応策

遠藤誠 ＢＬＪ法律事務所 弁護⼠・博⼠（法学）

2022年7⽉19⽇ 単⼀効欧州特許と統⼀特許裁判所の概要 ⾜⽴能啓 酒井国際特許事務所 弁理⼠
2022年9⽉13⽇ 欧州裁判所及びドイツ連邦最⾼裁によるFRAND danceルールの

正確な理解の必要性〜急がれる実施者側の対策
⼊野⽥泰彦 ドイツ連邦共和国ミュンヘン市在住 ⽇本国弁護⼠

2022年11⽉8⽇ Hondaの知財戦略 別所弘和 ⾦沢⼯業⼤学⼤学院 イノベーションマネジメント研究科 客員教授
2023年1⽉24⽇ 地球環境保護と事業利益の最⼤化の両⽴

〜オープン/クローズ戦略の実践〜
松本宗久 ダイキン⼯業㈱ 法務・コンプライアンス・

知財センター知的財産グループ 参事
〃 MISSION NET ZEROに向けた知財取組 森達也 三菱重⼯業㈱ 知的財産部⻑

国際税務研究会
2022年5⽉26⽇ BEPS2.0等国際税務の最新事情に関する解説 ⼭川博樹 デロイト トーマツ税理⼠法⼈ パートナー
2022年6⽉20⽇ 移転価格税制に関する重要判決−残余利益分割法に関する新判断 南繁樹 ⻑島・⼤野・常松法律事務所 弁護⼠・パートナー
2022年9⽉22⽇ 最低税率課税制度及び外国⼦会社合算税制のあり⽅に関する研究会･

報告書並びに令和5年度経済産業省税制改正要望(国際課税部分)につい
杉原裕⼦ 経済産業省 貿易経済協⼒局投資促進課⻑補佐

2022年10⽉7⽇ EUと英国税制の最新事情 野村正智 野村コンサルティング・ヨーロッパ 代表
2022年10⽉22⽇ ⽶国税務アップデート 秦正彦⽒ EY税理⼠法⼈ 国際税務・トランザクション部 USタックスデスク

シニア・テクニカル・アドバイザー
〃 〃 野本誠 EY⽶国 国際法⼈税務部 パートナー

2023年2⽉24⽇ 令和5年度（2023年度）経済産業関係税制改正について（国際課税） 杉原裕⼦ 経済産業省 貿易経済協⼒局 投資促進課⻑補佐
〃 Web3と国際課税 渡辺智之 ⼀橋⼤学名誉教授/敬愛⼤学教授・当組合国際税務研究会主査

エマージング市場委員会
2022年6⽉30⽇ 環境対応⾞・⾞載⽤蓄電池の海外事業展開における事業機会と取組

課題
⽥中善章 ㈱⽮野経済研究所 インダストリアルテクノロジーユニット

デバイス＆マシナリーグループ 上席マネージャー
2022年10⽉4⽇ 海外スマートシティを通じた都市課題解決における事業展開と取組

課題
⼜⽊毅正 ㈱野村総合研究所 アーバンイノベーションコンサルティング部

社会インフラグループ マネージャー
2023年1⽉25⽇ 海外再⽣可能エネルギー事業の動向と⽇本企業の対応課題 福嶋勇太 デロイト トーマツ コンサルティング合同会社 パブリックセクター

シニアマネジャー
〃 〃 光井智恵 デロイト トーマツ コンサルティング合同会社 パブリックセクター

シニアコンサルタント
2023年3⽉23⽇ 海外サーキュラーエコノミー関連事業のビジネス機会と

事業展開上の課題
樹世中⽒ ㈱野村総合研究所 サステナビリティ事業コンサルティング部

 エキスパートコンサルタント
貿易投資円滑化ビジネス協議会 - -
2022年10⽉25⽇ 最新の国際通商情勢とWTO改⾰ ⽊村拓也 経済産業省 通商政策局通商機構部参事官
グローバル環境対策委員会 環境政策動向専⾨委員会
2022年9⽉22⽇ EU ETSと国境調整措置、およびその産業影響について 諸富 徹 京都⼤学⼤学院経済学研究科／地球環境学堂 教授
2022年11⽉30⽇ プラスチックのリサイクルとその環境上適正な管理について 梶原夏⼦ 国⽴研究開発法⼈ 国⽴環境研究所 資源循環領域

試験評価・適正管理研究
2023年2⽉8⽇ 事業変⾰や経営戦略と紐づけた、本質的な循環経済への対応について 梅⽥ 靖 東京⼤学 ⼤学院⼯学系研究科 ⼈⼯物⼯学研究センター 教授
合同環境専⾨委員会
2022年5⽉17⽇ EUグリーンディールが機械・電気電⼦製品の環境規制に与える影響 Kris Pollet Pollet Environmental Consuiting BVBA Managing Director
環境問題関⻄委員会
2022年5⽉26⽇ 最近のLCAに関連する国内外の動向 稲葉 敦 ⼀般社団法⼈⽇本LCA推進機構 理事⻑
2022年7⽉28⽇ PFASの最新規制動向について ⼩松聡 ダイキン⼯業㈱ 化学事業部 企画部 環境技術渉外専任部⻑

⽇本フルオロケミカルプロダクト協議会
2022年11⽉25⽇ 部品製造業として気になる物質規制の動向（Ⅱ） 筒井将年 製品環境アドバイザー

⽇本⾃動⾞部品⼯業会化学物質管理アドバイザー
2023年2⽉15⽇ 欧州における新たな電池規則 徳重 諭 ⼀般社団法⼈ ⽇本化学品輸出⼊協会 化学物質安全・環境部⻑
2023年3⽉24⽇ 環境技術は地球三⼤危機を救うのか？廃棄物危機から読み解く 本多俊⼀ 国連環境計画(UNEP)経済局 国際環境技術センター(IETC)

プログラムオフィサー



各委員会における講演内容の⼀覧（2022年4⽉〜2023年3⽉）

年⽉⽇ 講演テーマ 講師名 所属・役職（敬称略）
基準認証委員会
2022年4⽉14⽇ サイバーセキュリティに関する海外規制動向等 萬代 吉紀 ⼀般財団法⼈ ⽇本品質保証機構 総合製品安全部⾨ 計画室 次⻑

〃 〃 福井 秀典 ⼀般財団法⼈ ⽇本品質保証機構 総合安全部⾨ 計画室 次⻑
〃 〃 ⼤塚 玲朗 ⼀般財団法⼈ ⽇本品質保証機構 認証制度開発普及室 主管

2022年5⽉27⽇ マルチメディア機器に対する安全規格（IEC62368等）の動向 近藤 孝彦 ⼀般財団法⼈ 電気安全環境研究所（JET）電気製品安全センター
〃 IEC・ISOにおけるデジタル化（SMART)の状況 ⾼橋 弘 富⼠電機㈱ パワエレインダストリー事業本部

事業統括部スタンダードビジネス戦略室 担当部⻑
2022年7⽉27⽇ UK及びEUのIoT機器セキュリティー必須要求事項に関する動向 阿部 ⼀⾏ BSIグループジャパン㈱ 製品認証部 部⻑

〃 〃 ⻑⾕部 寛昭 BSIグループジャパン㈱ 製品認証部
〃 第２５回IECEE/CMCハリファックス会議の概要 梶屋 俊幸 ⼀般社団法⼈ セーフティーグローバル推進機構 理事

IEC/IECEE認証管理委員会（CMC）代表委員
2022年9⽉16⽇ 中国製品安全規制の動向（機械及びCCCのトピックス等） 奥野 克幸 ㈱PS Farm 代表
2022年11⽉7⽇ ロボットを巡る動向と政策 板橋 洋平 経済産業省 製造産業局 産業機械課 ロボット政策室 総括 課⻑補佐

〃 ①  ISO 45001（労働安全衛⽣マネジメントシステム）
認証取得事業場の意⾒と最近の動向

斎藤 信吾 中央労働災害防⽌協会 認証事業執⾏責任者 安全衛⽣ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ
審査センター所⻑,ISO/TC 283⽇本代表エキスパート

2022年12⽉20⽇ 電池及び燃料電池の認証状況 児⽟ 正近 ⼀般財団法⼈ 電気安全環境研究所（JET）ビジネス推進部 部⻑
〃 ASEAN CA（適合性評価）シンポジウムの概要 梶屋 俊幸 ⼀般社団法⼈ セーフティーグローバル推進機構 理事

〔IEC/IECEE認証管理委員会（CMC）代表委員〕
2023年2⽉3⽇ EUの医療機器規則(MDR)の概要説明 ⼩峰 豊 ㈱UL Japan コンシューマー機器事業部 コマーシャルグループ
海外PL委員会
2022年7⽉12⽇ 製品安全⾏政の概要 ⻄岡賢 経済産業省 産業保安グループ 製品安全課 企画調整（総括）係⻑
2022年9⽉16⽇ AI／ソフトウェアに関する賠償責任 池⽥順⼀ ⻑島・⼤野・常松法律事務所 パートナー 弁護⼠

〃 〃 近藤正篤 ⻑島・⼤野・常松法律事務所 アソシエイト 弁護⼠
2022年10⽉17⽇ 欧州 製造物責任（PL）最新動向 Rod Freeman Cooley パートナー 弁護⼠（英国）

〃 〃 Edward Turtle Cooley アソシエイト 弁護⼠（英国）
2023年3⽉15⽇ 品質不正事案において企業に求められる有事・平時の対応 福原あゆみ ⻑島・⼤野・常松法律事務所 パートナー 弁護⼠

〃 EU『⼀般製品安全規則（GPSR）』改正案の背景および概要 鶴⽥ 彬 MS&ADインターリスク総研㈱ リスクマネジメント第三部
 製品安全グループ主任コンサルタント

国際貿易円滑化委員会
2022年5⽉25⽇ 物流を巡る課題とフィジカルインターネットロードマップ 神⽥浩輝 経済産業省商標サービスグループ物流企画室室⻑補佐
国際物流円滑化関⻄委員会
2022年10⽉6⽇ ⼤規模災害時における港湾活動の維持・早期復旧に向けた⼤阪湾BCP 中川耕三 近畿地⽅整備局港湾空港部 港湾空港防災・危機管理課⻑
2022年12⽉7⽇ 2025 年⼤阪・関⻄万博開催時の物流 永井克実 ⼤阪港湾局 計画整備部 振興課事業調整担当課⻑代理
安全保障貿易管理専⾨委員会
2022年4⽉20⽇ 経済安全保障推進法案

〜今後の議論のポイントと企業実務へのインパクト〜について
⼤川信太郎 森・濱⽥松本法律事務所 弁護⼠

〃 ＡＩを活⽤した経済安全保障対策ソリューション
〜サプライチェーンリスク分析について

⼭本⿇理 株式会社FRONTEO 取締役

2022年8⽉10⽇ 安全保障貿易管理、制裁管理について 有賀秀成 三菱商事㈱ 法務部 安全保障貿易管理室⻑
中部・関⻄輸出管理委員会 - -
2022年11⽉16⽇ 経済安全保障の確保に向けて〜技術・データの流出防⽌ 近畿公安調査局
プラント輸出総合対策委員会
2022年5⽉12⽇ インドにおけるグリーン⽔素エコノミーとビジネスチャンス ⻄橋時男 KNAV社 インドコンサルタント兼会計⼠事務所インド、ムンバイ本店

シニアアドバイザー
〃 〃 Himanshu Godara Director-Inbound Advisory Services

2022年6⽉24⽇ 「インフラシステム海外展開戦略2025」の追補（改訂）について 松本加代 内閣官房副⻑官補室 内閣参事官
2022年7⽉26⽇ インドにおけるJICA 協⼒の現状 須之内⿓彦 独⽴⾏政法⼈ 国際協⼒機構（JICA）南アジア部

南アジア第⼀課（インド・ブータン）課⻑
2022年8⽉24⽇ 投資協定及びエネルギー憲章条約概説 ⻑⽥稔秋 経済産業省 通商政策局 経済連携課 経済連携交渉官

〃 海外サプライチェーン多元化⽀援事業（第６回公募）について ⻘⽊謙治 経済産業省 貿易経済協⼒局 貿易振興課 課⻑補佐
2022年12⽉5⽇ 「エネルギー安全保障と脱炭素化の両⽴に向けた挑戦」

2050年までのエネルギー需給⾒通し
末広茂 (⼀財)⽇本エネルギー経済研究所 計量分析ユニット計量・統計分析

グループマネージャー 研究主幹
〃 「エネルギー安全保障と脱炭素化の両⽴に向けた挑戦」

露-ウクライナ戦争の影響
久⾕⼀朗 (⼀財)⽇本エネルギー経済研究所 戦略研究ユニット

国際情勢分析第１グループマネージャー 研究理事
2023年1⽉23⽇ 化⽯燃料エネルギー案件に係る公的⽀援の取扱いについて 加藤直⼦ 経済産業省 貿易経済協⼒局 通商⾦融課 課⻑補佐



各委員会における講演内容の⼀覧（2022年4⽉〜2023年3⽉）

年⽉⽇ 講演テーマ 講師名 所属・役職（敬称略）
海外再⽣可能・新エネルギー・環境ビジネス検討委員会
2022年6⽉30⽇ 環境対応⾞・⾞載⽤蓄電池の海外事業展開における事業機会と取組

課題
⽥中善章 ㈱⽮野経済研究所 インダストリアルテクノロジーユニット

デバイス＆マシナリーグループ 上席マネージャー
2022年10⽉4⽇ 海外スマートシティを通じた都市課題解決における事業展開と取組

課題
⼜⽊毅正 ㈱野村総合研究所 アーバンイノベーションコンサルティング部

社会インフラグループ マネージャー
2023年1⽉25⽇ 海外再⽣可能エネルギー事業の動向と⽇本企業の対応課題 福嶋勇太 デロイト トーマツ コンサルティング合同会社 パブリックセクター

シニアマネジャー
〃 〃 光井智恵 デロイト トーマツ コンサルティング合同会社 パブリックセクター

シニアコンサルタント
2023年3⽉23⽇ 海外サーキュラーエコノミー関連事業のビジネス機会と

事業展開上の課題
樹世中⽒ ㈱野村総合研究所 サステナビリティ事業コンサルティング部

エキスパートコンサルタント
⽔インフラ国際展開タスクフォース

2022年6⽉23⽇
アジアにおける質⾼インフラの課題：メコン地域⽔インフラ開発を
含め

⽥中兼介 OECD開発センター アジアデスク統括

〃 〃 吉野直⾏ 慶應義塾⼤学経済学部名誉教授、⾦融庁⾦融研究センター⻑
2022年9⽉28⽇ TICAD８開催概要とアフリカのビジネス可能性 鎌形祥⼦ 経済産業省 通商政策局 中東アフリカ課 アフリカ室 課⻑補佐

〃 下⽔道展'22併催企画“ISO/TC282（⽔の再利⽤）
国際標準化セミナーの報告

⼯藤真 国⼟交通省 ⽔管理・国⼟保全局 下⽔道部 流域管理官付 課⻑補佐

2023年1⽉24⽇ インドネシアの新⾸都ヌサンタラの概要と⽔関連事業 本間久美⼦ インドネシア投資省/BKPM 投資促進政策アドバイザー（JICA専⾨家）
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